
広 報 か い づ か 令和8年1月(7)　税・しごと　

　

令
和
７
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
、
令
和
７
年

中
の
収
入
を
基

礎
と
す
る
令
和

８
年
度
個
人
住

民
税
か
ら
適
用

さ
れ
ま
す
。

●
給
与
所
得
控
除
の
見
直
し

　

給
与
収
入
金
額
が
１
９
０
万

円
以
下
の
方
の
最
低
保
障
控
除

額
が
、
65
万
円(

改
正
前
55
万

円)

と
な
り
ま
し
た
。

●
各
種
扶
養
控
除
な
ど
に
係
る

所
得
要
件
の
引
上
げ

　

同
一
生
計
配
偶
者
や
扶
養
親

族
の
各
種
扶
養
控
除
等
の
適
用

を
受
け
る
場
合
に
お
け
る
所
得

要
件
額
が
下
表
の
と
お
り
10
万

円
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

●
大
学
生
年
代
の
子
な
ど
に
関

す
る
特
別
控
除(

特
定
親
族
特

別
控
除)

の
創
設

　

納
税
義
務
者
に
、
特
定
親
族

(

同
一
生
計
の
19
歳
以
上
23
歳

未
満
の
親
族)

が
い
る
場
合
、

合
計
所
得
金
額
が
58
万
円
超

(

改
正
前
48
万
円)

、
１
２
３
万

円
以
下
の
場
合
で
も
新
た
に
特

定
親
族
特
別
控
除
の
対
象
と
な

り
、
控
除
が
受
け
ら
れ
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た(

扶
養
親
族
と

し
て
は
扱
わ
れ
ま
せ
ん
）
。

　

な
お
、
納
税
義
務
者
が
受
け

ら
れ
る
控
除
額
は
当
該
親
族
の

合
計
所
得
金
額
に
応
じ
て
徐
々

に
減
少
し
て
い
き
ま
す
。

償
却
資
産
の
申
告

 

事
業
用
償
却
資
産
の
所
有
者

は
、
毎
年
１
月
１
日
現
在
の
所

有
資
産
を
申
告
し
て
く
だ
さ

い
。

期
限　

２
月
２
日(

月)

申
告
・
問
合
せ
先　

課
税
課

☎
０
７
２
・
４
３
３
・
７
２
５

３固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税

第
４
期
分 

納
期
限　

２
月
２
日（
月
）

　

納
付
は
、
金
融
機
関
・
郵
便

ホームページ

税
令和８年度

 市・府民税の改正
問合せ先　課税課
☎072－433－7250

し
ご
と

就
労
支
援
講
座　

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
講
座

　

就
職
に
役
立
つ
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
術
に
つ
い
て
学
び

ま
す
。

日
時　

３
月
６
日(

金)

午
前
10

時
～
午
後
４
時

場
所　

市
民
福
祉
セ
ン
タ
ー
４

階
会
議
室

対
象　

市
内
在
住
の
16
歳
～
64

歳
ま
で
の
就
職
を
目
指
す
方

(

学
生
不
可)

。
在
職
中
の
方
も

応
募
可
。

定
員　

10
人(

定
員
に
な
り
次

第
締
切)

参
加
費　

１
０
０
０
円(

テ
キ

ス
ト
代
含
む)

申
込
期
間　

１
月
５
日(

月)

～

26
日(

月)
※

申
込
時
に
就
労
相
談
を
受
け

て
く
だ
さ
い
。

申
込
・
問
合
せ
先　

就
労
支
援

セ
ン
タ
ー(

市
民
相
談
室
内)

☎
０
７
２
・
４
３
３
・
７
０
８

６中
小
企
業
共
済
制
度

掛
金
の
補
助

　　

国
が
実
施
し
て
い
る
共
済
制

度
の
掛
金
の
一
部
を
補
助
し
ま

す
。

対
象　

市
内
に

主
た
る
事
業
所

が
あ
り
事
業
を

営
む
企
業
で
、

対
象
の
契
約
を

締
結
し
て
い
る

内
容　

左
表
参
照

※
令
和
４
年
２
月
～
令
和
７
年

12
月
の
間
に
加
入
さ
れ
た
方
が

対
象(

令
和
７
年
１
～
12
月
分

の
掛
金
の
一
部
を
補
助
。
加
入

月
か
ら
36
カ
月
ま
で
対
象)

申
込
・
問
合
せ
先　

産
業
戦
略

課
☎
０
７
２
・
４
３
３
・
７
１

９
３

企
業
人
材
確
保
の
た
め
の

支
援
補
助
事
業

◆
奨
学
金
返
還
支
援
補
助

対
象
企
業　

市
内
に
事
業
所
が

あ
り
、
奨
学
金
の
代
理
返
還
制

度
に
よ
り
対
象
従
業
員
が
返
還 ホームページ

岸和田・貝塚合同就職面接会

　複数の企業が参加する合同面接会を開催しま
す。また、シニア向け仕事説明会、第一印象
アップセミナーなども同時開催します。
　参加費無料ですので、気軽にご参加くださ
い。

日時　２月13日(金)午後１時～３時30分
場所　南海浪切ホール４階(岸和田市)
対象　貝塚市・岸和田市で就職(正社員・パー
ト)を希望している方(３月卒業見込みの方も含
む)
参加企業　42社(企業名はホームページに掲載)
持物　参加申込書(ホームページに掲載)・履歴
書(面接を受ける企業数分)
申込　面接会は事前申込不要、
セミナーなどは要申込
問合せ先　
産業戦略課☎072－433－7193

義
務
を
負
う
奨
学
金
の
返
還
を

行
っ
た
企
業

対
象
従
業
員　

令
和
５
年
４
月

１
日
以
降
に
正
規
雇
用
で
市
内

事
業
所
に
配
属
さ
れ
、
雇
用
さ

れ
た
日
に
お
け
る
年
齢
が
満
30

歳
未
満
で
、
市
内
に
住
民
登
録

が
あ
る
方(

配
属
後
に
市
外
事

業
所
へ
転
勤
な
ど
を
し
、
引
き

続
き
市
内
に
住
民
登
録
が
あ
る

方
を
含
む)

対
象
経
費　

令
和
７
年
１
～
12

月
に
代
理
返
還
し
た
額

補
助
額　

代
理
返
還
額
の
２
／

３(

１
人
あ
た
り
上
限
額
10
万

円
／
年)[

市
外
事
業
所
勤
務
と

な
っ
た
方　

１
／
３(

１
人
あ

た
り
年
間
上
限
額
５
万
円)]

※
１
企
業
あ
た
り
年
間
上
限
額

１
０
０
万
円

◆
新
規
就
職
者
支
援
補
助

対
象
企
業　

市
内
に
事
業
所
が

あ
り
、
就
職
一
時
金
な
ど
の
支

援
を
行
っ
た
企
業

対
象
従
業
員　

令
和
６
年
４
月

１
日
以
降
に
正
規
雇
用
で
市
内

事
業
所
に
配
属
さ
れ
、
雇
用
さ

れ
た
日
に
お
け
る
年
齢
が
満
30

歳
未
満

補
助
額　

①
市
内
事
業
所
に
新
規
就
職
し
、

就
職
を
理
由
に
市
内
へ
転
入
し

た
正
規
従
業
員　

局
・
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

の
ほ
か
ス
マ
ホ
ア
プ
リ
決
済
な

ど
も
利
用
で
き
ま
す
。

　

便
利
で
確
実
な
口
座
振
替
も

随
時
受
付
し
て
い
ま
す
。

問
合
せ
先　

納
税
課
☎
０
７

２
・
４
３
３
・
７
２
６
１

岸
和
田
税
務
署
か
ら
の

お
知
ら
せ

　

確
定
申
告

は
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ

Ｅ
で
国
税
庁

を
「
友
だ
ち

登
録
」
し
て
か
ら
、
メ
ニ
ュ
ー

画
面(

確
定
申
告
書
の
作
成)

か

ら
自
宅
で
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
送
信
が

で
き
ま
す
！

※

２
月
12
日(

木)

～
３
月
16
日

(

月)

ま
で
は
、
税
務
署
の
駐
車

場
は
利
用
で
き
ま
せ
ん
。

問
合
せ
先　

岸
和
田
税
務
署

☎
０
７
２
・
４

３
８
・
１
３
４

１

同一生計配偶者および扶養親族の合計所得金額

ひとり親が有する生計を一にする子の総所得金額等

雑損控除の適用を認められる親族に係る総所得金額等

勤労学生の合計所得金額

家内労働者の特例における必要経費に参入する金額の最低保証額

58万円

58万円

58万円

85万円

65万円

補
助
率
１
／
２　

１
人
あ
た
り

上
限
額
５
万
円

②
市
内
居
住
で
、
市
内
事
業
所

に
新
規
就
職
し
た
正
規
従
業
員

補
助
率
３
／
10　

１
人
あ
た
り

上
限
額
３
万
円

③
市
外
居
住
で
、
市
内
事
業
所

に
新
規
就
職
し
た
正
規
従
業
員

補
助
率
１
／
10　

１
人
あ
た
り

上
限
額
１
万
円

※
１
企
業
あ
た
り
年
間
上
限
５

人
分

申
込
・
問
合
せ
先　

産
業
戦
略

課
☎
０
７
２
・
４
３
３
・
７
１

９
３

ホームページ

所得要件 改正後

中小企業
退職金

対象
共済制度

補助金
上限額(月額)

申請期限

中小企業
倒産防止

小規模
企業

800円

2,000円

600円

２月27日(金)

２月10日(火)

建
設
業
の
退
職
金
な
ら

建
退
共
制
度
！

　

こ
の
制
度
は
、
事
業
主
の

方
々
が
、
建
設
現
場
で
働
く
労

働
者
の
働
い
た
日
数
に
応
じ
て
、

掛
金
を
充
当
し
、
そ
の
労
働
者

が
建
設
業
界
で
働
く
こ
と
を
や

め
た
と
き
に
、
建
退
共
か
ら
退

職
金
を
支
払
う
と
い
う
、
業
界

全
体
で
の
退
職
金
制
度
で
す
。

　

退
職
金
は
国
が
定
め
た
基
準

に
よ
り
計
算
し
、
確
実
に
支
払

わ
れ
る
た
め
安
全
・
安
心
で
す
。

　

詳
し
く
は
建
退
共
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
合
せ
先　

建
退
共
大
阪
府
支

部
☎
06
・
６
９
４
１
・
３
６
５

０

広報紙の広告

◆広報かいづか
　月１回５日発行、31,000部
広告サイズ・値段
97ｍｍ×250ｍｍ:150,000円
97ｍｍ×123ｍｍ: 75,000円
97ｍｍ× 60ｍｍ: 37,500円
47ｍｍ× 60ｍｍ: 18,750円
※別途制作費などが必要です。
◆広告代理店
○合同会社IM総合企画
　　　　　☎072－275－5449
○株式会社宣成社
　　　　　☎06－6222－6888
○株式会社阪奈宣伝社
　　　　　☎06－6214－5583
○株式会社ジチタイアド
　　　　　☎092－716－1404
○株式会社ウィット
　　　　　☎072－668－3275

募集
問合せ先　魅力づくり推進課
　　　　　☎072－433－7059

奨学金返還支援

就職者支援

詳しくは、ホームページでご確認いただくかお問合せください。参加費や費用などの記載のないものは無料です。
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